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1　
はじめに
不動産賃貸借契約は、人の住環境の確保という観点から、市民社会において重要な役割を果たしている。国土交通
省社会資本整備審議会住宅宅地分科会民間賃貸住宅部会が平成二二年にとりまとめた資料によれば、わが国では、昭和四〇年代から大きく変化することなく、持家と借家の割合は六：四となっており、また、現在の民間賃貸住宅は、
八六
全体の住宅ストックの約二七％を占めている
（全国で約一三四三万戸）
）（
（
。
他方、そのような不動産賃貸借契約を締結する際に、不動産賃借保証
（不動産賃貸借契約から発生する継続的な賃料債
務や賃貸目的物 滅失・損傷を理由とする損害賠償債務などを保証するもの。ただし、ここでは、家賃債務保証サービスなどの法人保証を除くものとする。以下では、このような意味におい 「不動産賃借保証」という用語を用いる）
がなされる例が多く
ある。国土交通省住宅局による実態調査に れば、民間賃貸住宅
（アンケート対象である不動産業者一七一社の契約件数
一〇六、 六六九件）
の約七三％において、連帯保証人の確保が必要な契約となっているとの統計が出てい
る
）（
（
。もっとも、
近時においては、高齢化・少子化、人間関係の希薄化、自立志向の高まり等から、保証人を頼みづらかったり、頼みたくないと考えたり また、そもそも頼むことが困難であ 賃借人が増加していることを背景と て、入居者の家賃債務を一時的 肩代わ することなどを「家賃債務保証サービス」として提供する家 債務 会社が活用されるようになってきて
る
）（
（
。しかし、先の実態調査によれば、家賃保証サービスを利用した場合であっても、それに加えて
連帯保証人の確保を求める物件が少なくな
い
）（
（
。不動産賃貸借市場においては、不動産賃借保証への依存度が高いとい
う実態が垣間見える。
ところで、この不動産賃借保証は、継続的保証契
約
）（
（
であり、また、不特定の債務を保証するという点では根保証に
属するものであるが、こ 類の保証は、時として、保証人が予期せぬ過大な負担を強いられることに ため、一定の保証人保護法理が必要と る可能性があ 。その保証が個 による保証であり、無償で、かつ情義に基づき、時として軽率に保証契約を締結するようなものを想定すると、殊に保証人保護 必要性は増す。これに関し、筆者は、過日、別稿にて、雇用 締結の際に求められる身元保証における 保護法理の発展について、信用保証との比較
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を踏まえつつ、民法学史からの検討を行っ
た
）（
（
が、そこでは、紙幅の関係上、不動産賃借保証についての考察を断念し
た。しかし、不動産賃借保証、身元保証、信用保証を比較検討することは、同じ継続的保証・根保証であることから、一定の有用性がある。実際に、後述するように、判例・学説上では、不動産賃借保証人をどの程度保護するかについて見解の相違が見られ が その相違は、信用保証や身元保証と比較して をどのように位置づけるか（どれほど保証人にとってリスクの高いものか）
という根本的評価と大きく関係していることが窺われる。
そこで、本小稿では、先行執筆した拙稿に重ね合わせる形で
（そのような意味において、補足的論稿となる）
、不動産賃
借保証に関する今まで 議論を振り返りつつ、同保証法理の位置づけについて若干の比較的検討を加えたい。論じる内容・順番は、同拙稿に合わせ、まず、総論的考察を行い
（以下、
2）、その後に、各論的考察として、保証債務の内
容の限定、契約の成立要件の厳格化 時間的制限、責任制限の各局面に分けて論じることとする
（以下、
3〜
6）。
2　
総論的考察
（
（）　
保証人保護法理の発展
近代民法学史上、保証人保護法理は、様々な種類の保証の中でも特に、身元保証の領域で先行的に進められたとい
えよ
う
）（
（
。徳川時代における奉公関係は、明治維新後、近代的な労働関係に転化し、主人と奉公人の関係は、市民法上
の雇主と労働者の関係に変化する。それに伴い、保証関係においても、それまでの人 取締手段としての色彩を強く含んでいた「人請」から、私法上の取引としての「身元保証契約」へと変遷を遂げ こととなる。しか 、それにも
八八
かかわらず、契約の際に請状を必要とすることは、実質的には江戸期と変わらなかったようであり、また、保証の内容に関しても、相変わらず、前渡給付金弁償義務、損害賠償義務、代人供与の義務、身元本人が病気の場合の身柄引取義務、雇主に対して少しも難儀をかけない義務といった 非常に広範囲なものとなっていた。そのような中で、大正期から昭和初期 なると、判例・学説上で、保証人の解約権 債権者の通知義務、保証責任の制限、保証債務の相続の否定などの面 ら、身元保証人を保護する法理が急速に発展を遂げる。そして、昭和八年の「 保証ニ関スル法律」
（以下、 「身元保証法」と記す）
の制定へとつながる。
他方、昭和四〇年代以降になると、社会・経済の発展の中、信用取引
（金銭信用や販売信用）
の重要性が増す中、特
に、継続的な融資契約・手形割引契約・当座貸越契約などの金融取引や継続的供給契約など、一定の継続的取引関係から将来生ずる債務を包括的に担保する いわゆる「信用保証」
（本小稿では、以下、このような意味において「信用保証」
という用語を用いる）
に関する保証人保護法理が発展する。そして、今日に至るまで、裁判例や、比較法研究や立法論
も含めた論稿が 無数に公表されてい
る
）（
（
。その中で、信用保証における無償性・他利性・情義性・未必性といった性
質から導かれる保証人保護の必要性が指摘されてきたが、特に 包括根保証
（中小零細企業が融資を受ける際などによく
用いられていた契約類型であり、一度の保証契約の締結により保証人が金額・期間について無制限に責任を負うというもの）
につ
いて、議論がなされ 。包括根 証は、当時、金融機関でも一般的に用いられていた保証形態であるが、主債務者の倒産等の局面において保証人が予期せぬ多額の保証債務の履行を求められ ことか 問題視され 契約の成立を否定したり、保証人の責任を制限したりするため 法理 積極的 主張され
た
）（
（
。他方、平成期に入ってからは、商
工ローン会社
（中小零細企業向けに事業用資金を高金利で貸付ける事業者向け貸金業者）
が、破産寸前の事業者に目をつけ、
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保証人からの回収を企図した高利融資を展開し、多くの保証人被害が出て社会問題とな
り
）（（
（
、保証人保護への機運がさ
らに加速することとなる。そ て、平成一六年の民法改正等により保証人保護が立法的に実現する
）（（
（
が、法理の発展は、
いまだ 途上段階であり、現在も活発に議論がなされているところである。
（
（）　
不動産賃借保証における保証人の保護の必要性
これに対して、不動産賃借保証はどうであろうか。総じて言えば、前述の身元保証や信用保証と比して、現在に至
るまであまり大きな議論がなされた形跡が い
まず、保証人保護法理の萌芽の時代
（大正期および昭和初期）
に、不動産賃借保証人保護の機運が醸成されなかった。
徳川時代には、土地・建物の賃借人に対する保証として、 「地請」 「店請」が存在した。これらは、賃料支払債務の肩代りだけではなく 店借人・地借人の身元・素性が不穏当でないこと、貸主の 求 あった場合に店借人・地借人の身柄を引き取るべきこと、店借人・地借人を監督 べきこ 、その他貸主に迷惑を 切及ぼさないことなどを内容とする広範なものであったようであ
る
）（（
（
。店借・地借の成立には、借主より店請人・地請人と連署した店請証文・地請証
文を提出する必要があり、請人なしに土地 建物を貸した場合には、処罰の対象にもなった。治安に害がある店借 ・地借人 排除しようとする、いわば警察目的のための制度という側面が強かったと理解すること でき
る
）（（
（
。この点に
おいて、身元保証の前身であ 「人 」 状況が類似する。しかし、明治維新以降、封建制度から離脱した近代市民法下では、間もなく、 「その契約文言の如きも前代の 請・店請と殆ど全く形式を異にし、賃借人自身が負担する債務につきこれを履行する責に任ずべきことを約するのが通例
」）（（
（
となったようである。このような変化は、保証人の保
九〇
証範囲が広範囲なものとして残った身元保証と、極めて対照的である。ここに、不動産賃借保証においては保証人を保護することへのインセンティブが働かなかった要因がうかがえる。
また、その後の学説においても、不動産賃借保証人の保護の必要性は、大きくないという認識が広がる。例えば、
我妻栄は、 「賃貸借契約から生ずる賃借人の債務の保証も、将来継続して生ずる債務の保証である点では、……信用保証と同一であるが、その債務の額がほぼ一定したものが累積してゆくだけで、保証人の予期しない数額のものを生ずるということがない点で異なる。そして、この点に、信用保証について援用された事情変更 原則をそのままに援用するこ を許さない重要な理由が存在する」としてい
る
）（（
（
。同様に、高木多喜男は、 「賃料滞納が長期に渡るのであ
れば解約されるのが通常である」から、 「保証人の予期 ない巨額 責任が発生することはな
（く）
」 、保証人の
保護という要請はそれほど強く とす
る
）（（
（
。奥田昌道は、不動産賃借保証を特定の継続的契約より発生する不特定債
務の 証であるとしながらも、 「被担保債務の中心であ 賃料債務の額は確定しており、保証人の予期し い巨額の保証責任が発生す いうことはない。それゆえ、保証人 保護 いう要請はそれほど強くな 。 」とす
る
）（（
（
。このよ
うに、不動産賃借保証人の保護には消極的な見解が、伝統的な通説を形成して った。
（
（）　
近時の新たな展開
他方、近時
（特に、平成期から）
においては、不動産賃借保証人保護の必要性を説く見解も有力に主張されている。
潮見佳男は、 「今日比較的多く見ら るような、賃料自体が高額であり不動産としての価値も大きな賃貸建物・賃貸マンション等における賃借人の債務の保証では、 延滞 の累積の結果 して保証人 負担額が高額となる」 こと、 「た
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とえば、マンションの一室の賃貸借で賃借人の重大な過失により出火して建物の大部分を焼失させたときのように、保証人に予期せぬ高額の負担をもたらすことがある」ことなどから、保証人の負担
（被保証債権の範囲ならびに保証限度
額）
を制限する必要があるとする
）（（
（
。
また、実務家からの指摘もあ
る
）（（
（
。賃貸借をめぐる保証の特性として、危険性の不認知
（保証を頼まれた者が危険性を
認知し難い面があること）
、拒絶の困難性
（保証人と賃借人との間には極めて断りづらい関係があること）
、保証債務の永続性
（賃借人が目的物を明渡すまで保証債務の負担が継続すること）
、保証契約の長期化
（賃貸借期間が長期に及ぶのが通常であるこ
と）
、保証債務の予測困難性
（保証人が想定していなかった巨額の保証債務が発生する可能性があること）
が挙げられ、保証
人保護の必要性が説かれてい 。他の継続的保証と同じように保証人保護をすべきであるとの姿勢がうかがえる。
さらに、中田裕康による論稿が公表され
た
）（（
（
。中田は、従来の裁判例・学説の動向を詳細に検討した後に、不動産賃
借保証のあり方について論じる。まず、不動産賃借保証の特徴として、①不動産賃貸借における危険の多様性
（賃借
人の債務内容 多様性、賃借人の履行態様の多様性、発生し得る損害の多様性）
と、②賃借人債務保証の継続性を挙げ
る
）（（
（
。そ
して、①との関係では、 「賃借人の履行態様の多様性についての賃貸人の懸念は一定期間経過後は軽減され、保証人の機能に対する期待も低下するにも関わらず、保証人の責任が縮減されることはない」こと、 「賃 不動産に関する状況 変化
（建物の大規模化・高額化、土地の損傷の可能性）
に伴い、保証人の負担金額が非常に高額になる恐れがあるが、
個人保証人おい は、保証限度額が定められていないのが通例であろう」というこ 、 「賃借人の高齢化・単身化に伴い、保証人 法律上又は事実上 負担が重くなることがある」ことを問題点として挙げる
）（（
（
。また、②との関係では、
立法や解釈に基づく賃借人保護のもとで、 「賃貸人は、 多様な危険に対処するため 簡便で広範囲 及ぶ自衛策として、
九二
保証に、より強く依存することになり、さらに保証契約の条項又は解釈を通じて保証人の負担が拡大することとなる」ことを問題点として挙げ
る
）（（
（
。そのうえで、 「保証契約の当事者間において、賃貸人にとっての保証の必要性と保証人
にとっての保護の必要性の再調整を図るとともに、より広い観点から賃借人債務保証制度の負担の適正化を目指すことが望ましい」とし その具体的方法について提案をしている
）（（
（
。
（
（）　
若干の考察
このような流れから、 不動産賃借保証において保証人保護は必要性に乏しいという従来の通説的見解が、 近時、 徐々
に見直されるようになってき いることを読み取ることができる。そして、 その背後には、 様々な現代的課題
（高齢化、
単身化、建物の高額化など）
が存するように感じられる。
ただし、通説的見解においても、保証人保護を必要とする場面が全く存しないと説いているわけではなく、また、
近時の有力説 おいても、賃借人保護を必要とする局面が頻繁に発生 を明示しているわけでもないことには留意する必要がある
（そのような意味において、両見解の差異は、実質的にはそれほど大きくないようにも思われる）
。一方で
は、不動産賃借保証の場面では、保証債務の額がそれほど多額ではなく、また、保証人の予期に反す ような額ではないケースも少なくない ではないかと推測し得る 、他方では、多額に上る家賃滞納や、目的物の滅失・損傷等よる原状回復や損害賠償のための額が多額になる可能性は 十分に考えられるし 実際の訴訟において保証人が予期せず多額の賠償を求められた事例は散見される
（例えば、最判平成一七年三月一〇日判時一八九五号六〇頁、東京地判平成
二二年九月二日判時二〇九三号八七頁 ど）
。すなわち、筆者は、不動産賃借保証人を保護すべき事例は確実に存在する
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ものの、量
（数）
的にはそれほど多くない
）（（
（
、というのが実情ではなかろうかとの感触を得ている。
もう一点、市場における保証人の地位の観点からも付言しておきたい。身元保証の対象となる雇用関係、信用保証
の対象となる金銭消費貸借関係を想定すると、やはり現在においても、労働者・金銭借主の立場は、使用者・金銭貸主と 関係で相対的に弱く、したがって保証人も 選択の余地がかなり狭められた中での保証契約の決断を強いられる場合が多いように思われる。本来であれば債権者自身が、給与
（雇用関係の場合）
や利息
（信用供与の場合）
を通じて
債務者の不履行リスクを吸収すべきであるところ、債権者の優越的地位から、保証人へリスクの転嫁がなされている可能性を指摘し得る。そして、このような状況下では 保証人保護を積極的 認め、不当な を回避する必要があろう。
これに対し、現在の不動産賃貸借市場は、どうであろうか。 「住宅過剰時代
」）（（
（
と評される状況が出現して相当程度
の時間が経過しており、 一般的な賃借人は ある程度自由な意思に基づいて 市場での商品選択を行い得る状況になっている可能性がある。もしそうであれば、不動産賃借保証もそれに連動して、賃貸借契約に伴い保証人 立てなければならないか、また、立 るとしても保証人の保証債務 内容をどのようにするかという点で、市場での競争原理が働くはずであ 。にもかかわらず、本小稿の冒頭で述べたとおり、現在でも、不動産賃借保証を要求する率は高止まりしていることは興味深い。必要以上に保証人を立てるこ が許さ 要因が潜在し いる可能性 ある。さらに少子・高齢化を背景とした単身高齢者、格差社会を背景とした低所得者 国際化を背景と た在日外国人など、現代における社会的課題に関連 賃借人に目を向けると、それらはトラブル・リスク率 高い層と 位置づけられ賃貸人は、よ 強くリスクの転嫁を保証 求め 傾向にある 推測し得る。
九四
しかし、賃貸人のリスク・ヘッジのためのカタログには多様な可能性がある
（例えば、リスクを賃料や敷金・保証金に
反映させるなど）
ところ、 不当にリスクを保証人に転嫁することを容易に認めるべきではないようにも思われる。また、
リスク面から貸しづらい層への賃貸の問題は、特定の保証人に重たい責任を課すという方向性ではなく、家賃等保証サービ 制度の拡
充
）（（
（
、リスク分散が可能な損害賠償保険制度の活用、積極的な福祉政
策
）（（
（
などによって克服すべき問題
であるとの考え方も十分にあり得る。
以上のようなことから、不動産 借保証においては、保証人に対して特段の強い保護を必要としない場面が少なか
らずあることを前提に、他方では、身元保証や信用保証と同等の保証人 護法理を積極的に認めるべき場面があることも想定しつつ、柔軟な判断が為し得るような制度設計が必要であると考える。
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 Ⅰ
　
保証債務の内容
（
（）　
賃借人が負うべき債務と保証債務が及ぶ範囲
賃借人には、目的物の使用および収益の対価として賃料の支払いを義務づけることを本質とする が賃貸借契約で
ある
（民法六〇一条）
から、賃借人の保証人が負うべき保証債務の内容として、賃料の支払いが含まれることは説明を
俟たない。賃貸借契約締結後に、契約当事者間において増額の合意が された場合、その効力が保証人にも及ぶかは、理論的には問題となるが、肯定的な裁判例が散見され
る
）（（
（
以外、論じられている形跡はない。通常であれば、主債務の
内容が契約締結後に加重されたとしても その影響を保証人は受けないということになろうが、不動産賃貸借のよう
九五
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に、一般的に賃料の増
（減）
額請求をなし得ることが認められている
（借地借家法一一条、三二条）
場合には、保証人が
賃料増額の可能性について予見可能性を欠くような特段の事情がある場合を除き、賃料増額分も保証債務の範囲に含まれると解しても、不当とはいえないと思われる。
他方、 賃借人は、 契約または目的物の性質によって定まった用法に従って使用・収益をなす義務を負い
（民法六一六条、
五九四条一項）
、目的物の返還まで善良な管理者の注意をもって保管する義務を負い
（民法四〇〇条）
、賃借権の無断譲
渡や賃貸物の無断転貸を はならず
（民法六一二条）
、賃貸借契約が終了すれば、目的物を現状に復して賃貸人に返
還する義務を負う
（民法六一六条、五九八条）
。では、このような債務も、保証の範囲に含まれるだろうか。一般的には、
保証人の負う債務は、賃借人の負う債務
（主債務）
と同一性を有する必要があるかという理論的問題は存するものの、
近時においては、必ずしも厳密に同一性を要求するわけではなく、むしろ、いかなる内容が保証債務の範囲に含まれるものとして合意されたかという、保証契約の解釈の問題として処理する傾向にある。東京地判平成一九年八月一〇日
（
W
estlaw
 Japan 、文献番号：
（00（W
L
JP
C
A
0（（0（00（ 。以下、 「
W
estlaw
 : （00（W
L
JP
C
A
0（（0（00（ 」というように記す）
は、賃
借建物内で賃借人が自殺した事件につき、 「 借人の善管注意義務の対象には 賃貸目的物を物理的に損傷しないようにすることが含まれることはもちろんのこと 賃借人が賃貸目 物内において自殺をすれば、これにより心理的嫌悪感が生じ、一定期間、賃貸に供することができなくなり、 できたとしても相当賃料での賃貸ができなくなることは、常識的に考えて明らかであり、かつ、賃借人に賃貸目的物内で自殺しないように求め ことが加重な負担を強いるものとも考えられないか 目的物内で自殺しないようにすることも賃借人 善管注意義務 対象に含まれると うべきである。 」としたうえで、連帯保証人の負う責任の範囲 もこれは含まれるとした。また、東京地判
九六
平成二二年九月二日判時二〇九三号八七頁は、賃借人が賃借建物を無断転貸したところ、その転借人が賃貸目的物内で自殺をした事件につき、 「賃貸借契約上、目的物の引渡しを受けてからこれを返還するまでの間、善良な管理者の注意をもって使用収益すべ 義務を負うところ、少なくとも無断転貸等を伴う建物賃貸借においては、……その内容として、目的物 物理的に損傷等することのないようにすべきことにとどまらず、居住者が当該物件内部において自殺しないように配慮することもその内容に含まれるものと見るのが相当である。 」とし、これと相当因果関係 ある損害について賃借人の損害賠償義務を認めたうえで、この な債務 保証債務の範囲に含まれる しても、保証債務の範囲を不当に拡大するものでもない
（消費者契約法一〇条等に該当することもない）
とした。さらに、最判平成一七
年三月一〇日判時一八九五号六〇
頁
）（（
（
は、土地の賃借人が、当該土地を無断転貸したところ、転借人が大量の産業廃棄
物を埋めたため、賃貸人が 貸借契約を解除したうえで 賃借人 連帯保証人に対して、原状回復義務の不履行に基づく損害賠償を求 た事件につき、原審を破棄 、賃借人の産業廃棄物撤去
（原状回復）
義務を認めた。判決文から
は明らかでない部分も多いが、産業廃棄物が投棄された原因が、賃借人の無断転貸にあ ことから、たとえ賃借人が不法投棄について予見可能性がなかったとしても、原状回復義務を免れることはできないとの利益衡量がなされていると評価できる。
（
（）　
賃貸借契約の更新と保証債務
賃貸借契約の期間が満了した後に契約の更新がなされた場合、更新後も保証債務が及ぶかについて問題となる。これに関し、大審院は、原則的に、更新後には保証責任は及ばないと解されていた。大判大正五年七月一五日民録
九七
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二二輯一五四九頁は、黙示の更新があったとしても保証債務が復活することはないとし、また、大判昭和六年三月一一日新聞三二五六号八頁は、賃貸借の契約書に賃貸借の期間を更新しうる旨の記載があっても 更新前の賃借人の連帯保証人に引続きその債務を負担させるためには、その承諾を要するものとした
（なお、大判大正八年一一月八日民録
一五輯一九八三頁も参照）
。
しかし、借地法および借家法の昭和一六年改正によって法定更新制度が導入されてから、学説上では、原則として
更新されるような賃貸借契約の保証人の責任 契約の更新後まで及ぶものと解する見解が有力とな
た
）（（
） （（（
（
。理
由は様々であ が、 特に、 更新後の関係は、 性質上、 原則として更新前 契約関係と同一性を失わないと解すべきこと、更新が原則となった以上は も賃貸借契約 更新をあらかじめ予期・覚悟していたはずであることなどが挙げられている。そして、裁判例も同様の方向へと転換する。東京地判昭和五六年七月二八日判時一〇三七号一二二頁、東京地判昭和五六年八月二八日判時 〇三二号七七頁、東京地判昭和六一年六月三〇日金商七六一号四四頁、東京地判昭和六二年一月二九日判時一二五九号六八頁、東京地判平成六年六月二一日判タ八五三号 二四頁などにおいて、更新後の保証責任の存続を認めるものが続く
（法定更新だけでなく、合意による更新の場合にも、存続を認めた）
。そして、最
判平成九年一一月一三日判時一六三三号八一
頁
）（（
（
も、最上級審として初めてその考え方に同調し、借地借家法により賃
貸借契約の更新が原則とされている場合 保証人は、反対の趣旨をうかがわせるような特段の事情がない限り、更新後の賃貸借から生じる賃借人 債務につい する趣旨で保証契約を締結したものと解する が相当と た
）（（
（
。
九八
（
（）　
保証債務の内容としての行為義務・独立的債務
徳川時代における「地請」 「店請」の内容は、賃料債務の支払いだけではなく、賃借人の身元・素性が確実である
こと、賃貸人の請求があった場合に賃借人の身柄を引き取るべきこと、賃借人を監督すべきこと、その他賃貸人に迷惑を一切及ぼさないことなどを含む広範なものであった。すなわち、行為義務を含み、また、独立的保証
（非附従的
担保）
の性質を含むものであったといえよう。では、今日において、このような義務内容を、どのように評価すれば
よいだろうか。確かに賃貸人側からすると、単なる賃料支払債務や損害賠償債務にとどまらず 賃貸借契約から生じる様々なリスク できる限り保証人に転嫁し いとの欲求があるだろうが、他方 包括的に保証人へリスクを転換する契約内容に、果たして法的拘束力を認め得るかは 慎重に検討しなければならない。
この点に関し、歴史的に見れば、この類の行為義務や独立的保証債務を含む内容は、身元保証の前身である、奉公
人のための「人請」 も見られた。そして、大正期・昭和初期に っても、一般的な契約書の内容 、このような包括的な保証債務が遺っていたため、身元保証の領域においては、身元保証契約を損害担保の一種であると位置づけ、行為義務を含む、独立的保証を原則とする向きが学説上で存在し
た
）（（
（
。しかし、時の経過とともに、徐々に、人請との
違いが意識されるようになり、身元保証人の保証債務 内容は、原則的に、身元本人 損害賠償義務を前提とした損害賠償義務
（すなわち、 行為義務は含まれず、 また、 附従的な性格を有する金銭債務）
に限定されると解する見解が有力となっ
てい
る
）（（
（
。実際の訴訟においても、身元保証人に追及される責任は、附従的な損害賠償に限定されており、非附従的な
行為義務を求める事例は皆無である。
九九
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（
（）　
若干の考察
保証債務の範囲は、最終的には、保証契約の解釈によって決定されるものであるが、その際、保証人の予見可能性
の有無は大きな判断材料になろう。契約締結後の賃料増額や賃貸借契約の更新も、不動産賃借保証人に予見可能性があるからこそ、保証債務の範囲に含めることを原則とすることが正当化される。その点において、前で紹介した裁判例のように、賃借人・転借人 自殺や、転借人の産業廃棄物不法投棄といった事例においても、それに対する責任が保証債務の範囲に含まれるかは、一定の留意をする必要があるように思われる。確かに、賃借人 帰責性が認められるのであれば、賃借人自身に債務不履行責任を課すことは考え得 が、それ 直ちに、保証人の責任の範囲にも含まれることを意味しない。やはり 別途、保証人 予見可能性を軸とした保証契約の解釈を行うべきであり、その結果として、場合によっては、保証債務の範囲外であるという評価は十分に成り立つ余地がある
（また、そのような評価が
困難であるとしても、後述（６）のような信義則等に基づく 制限を認め 可能性は十分にある）
ものと思われる。
他方、身柄引取、賃借人の監督、賃貸人に一切迷惑をかけないなどの約束が、心理的・道義的な意義を超え法的拘
束力
（特に、強制力）
を伴うものと捉え得るかは、慎重に考える必要があろう。また、損害賠償等の金銭債務において
も、保証の範囲は、賃借人の債務が前提となる
（すなわち、独立的ではなく、附従的な）
ものに限定される可能性は十分
にあろう。確かに、単身高齢者、低所得者、外国人などの、いわゆる「貸しづらい
（賃借人側から見れば、借りにくい）
」
と位置づけられている属性を有する者への賃貸を念頭に置くと 包括的な行為義務や独立的保証への現代的ニーズ考えられ、単なる前近代的な遺制として評価するだけでは足りないとの指摘も可能であ
る
）（（
（
。しかし、そもそも、前で
一〇〇
掲げた国土交通省住宅局の調査によれば、賃貸人が賃貸借契約の締結にあたり連帯保証人の確保を契約条件とする理由として、①滞納家賃…九三％、②残置物処理費用…六七・九％、③緊急連絡先…五七・五％、④未収原状回復費…三七・三％、⑤いない人は不安…三一・一％、⑥長年の慣習…四・七％、⑦その他…〇％となっている
）（（
（
。このうち、③・
⑤・⑥は、保証人の法的義務に直結するものではなく賃貸人 安心感の問題であり、残りの①・②・④は全て、賃借人の債務を前提とした金銭債務である。いずれにせ 現状では、連帯保証人が賃貸人から期待されている義務の内容は、あくまで賃借人の債務に附従する金銭債務に絞られているように思われる。また、仮に独立的担保に対する賃貸人側のニーズがあるとしても、前述のとおり、賃貸人が自ら消化すべきリスクを保証人に転嫁することを容易に認めるべきで ない。
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 Ⅱ
　
保証契約の成立要件
（
（）　
保証契約成立要件の厳格性
保証は担保の一種であり、本来的には主債務者自らが弁済することを予定していることから、保証人が保証債務の
履行を余儀なくされるか否かは、保証契約締結時から原始的に不確実である。そして、そのような不確実性から、保証人が保証リスクを軽視したまま保証契約を締結してしまうという危険性を指摘し得る。 特 継続的保証においては、その危険性が高い。
ところで、そのような保証の危険性を減縮させるためには、保証契約締結の際に、保証人が十分な注意を払い
一〇一
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証契約を締結する必要がある。仮に、保証契約締結が情に基づくものであったとしても、内容を十分に理解したうえで自己の自由な意思決定により保証債務を負うに至ったという認識が、紛争を抑止させる のと思われる。
これに関し、従来、一般的に保証契約は、方式自由の考え方に基づいてきたが、平成一六年の民法改正において、
民法四四六条二項が新設され、保証契約は、書面でしなければその効力を生じないと規定された。また、同条項の解釈において、 「書面」には、保証意思、主た 債務
（発生原因ないし種類、債務額）
、債務者、債権者が記載されなけれ
ばならない旨を主張する見解があった
り
）（（
（
、特に個人保証においては書面を公正証書によって行わなければならないと
いう、極めて厳格な要件を課す立法論的提案が登場したりしている。さらに、当該民法改正に先立ち、特に金銭信用の領域において商工ローン業者による保証人被害 社会問題となる中、平成一一年改正において、
（現
行
）（（
（
の）
貸金業法
一六条の二および一七条に、契約締結前および契約締結時に、それぞれ貸金業者が保証人に対して書面を交付しなければならない義務が規定された。そしてそこでは、書面に記載すべき内容が条文上で詳細に列挙され いることは注目に値する。
ところで、このような「書面」という形式的要件は、それが厳格であればあるほど、保証契約の慎重な締結に資す
ることになろう。しかし他方で、実質的な保証意思の有無 問題は、なお残る。契約書の作成という形式が整えられたとしても、肝心な保証意思の確認等が杜撰であれば むしろ、より多くの問題を孕む可能性もあ こ 関し、信用保証において、根保証契約に関する成立の有無が争われた事例を、特に平成期に入ってから後 多く目 することができる。そしてそこでは、 の不成立 公序良俗違反による無効 錯誤 よる無効 詐欺による取消 ど多方面からの保証人保護法理が展開されてい
る
）（（
（
。また、学説上でも、保証契約締結時に、債権者が保証人を保護するた
一〇二
めの諸義務を負うべきであるとの見解が有力に主張されている
）（（
（
。
（
（）　
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では、不動産賃借保証の領域では、どうであろうか。そもそも、不動産賃借保証契約も保証契約の一種であるから、
民法上の要書面規定に服することになるが、それ以上に、不動産賃借保証に特化して契約締結上の保証人保護を論じているものは見当たらない。
しかし、金銭の貸借などに比べて不動産の貸借は、より日常的であるという一般的感覚から、保証人となることへ
の抵抗感が薄いように思われる。また、保証人は、賃借人の不払いリスクや、賃借人に起因す 賃貸目的物の損傷・毀損が生じた際の損害賠償義務発生リスクを現実的なものとしてイメージする契機を欠く可能性を指摘し得る。こことから、不動産賃借保証においても他の継続的 同様に、契約締結におけ 厳格なルール作りが、保証人保護を図るための重要なアプローチとなろう。
具体的施策として、保証契約締結の際に作成される「書面」 記載内容の厳格化を立法化す ことが考えられる。
その際、信用保証の領域における必要的記載事項は、参考になろう。保証人の責任の量的な見通しを契約締結段階で確保するためには、極度額
（後述
６）
の設定を義務づけるとともに、それを契約書に盛り込むことも義務づけること
が考えられ 。また、実質的な意思確認の徹底のために、賃貸人に対し、保証人への重要事項に関する説明義務を課す可能性もある。
一〇三
不動産賃借人保証と保証人保護法理（遠藤）
5　
各論的考察
 Ⅲ
　
保証責任の時間的制限
（
（）　
継続的保証における時間的制限の発想
継続的保証は、時として長期間の保証をすることを余儀なくされるが、その間には、様々な事情の変化が発生する
可能性があり、保証人にとって酷な結果をもたらす。そこで、継続的保証においても一定期間に保証人の責任を制限しようとする法理が必要となる。
その先がけとなったのは、身元保証の領域である。身元保証法制定前に既に、大判大正四年一〇月二八日刑録二一
輯一六六七頁が、①存続期間の定めのない身元保証契約においては、 「身元保証人ノ一方ノ意思表示ニ依リ将来ニ向テ解約ヲ申入ルルヲ得ヘク且各場合ノ事情ニ従ヒ解約ノ申入後相当ノ期間ヲ経過シタル時期ヲ以テ解約ノ効力ヲ生スルモノト為スヲ以テ……当事者ノ意思ニ適合スル」として、いわゆる通常解約権を認めるととも 、②存続期間の定めがある場合であっても、 「使用 ニ於テ被使用者ノ背任行為ニ因リ損害ノ生スルコトアリテ法律上解雇ノ原因発生シタルニ拘ハラス解雇スルコトナク依然之ヲ使用スル場合ノ如キハ身元保証人ニ於テ自己ノ一方ノ意思表示ニ依リ将来ニ向テ身元保証契約ヲ解除ス ヲ得ル」という、いわゆる特別解約権が存することを認めた。学説上も、同判決に賛成する見解が有力となった
）（（
（
。
また、信用保証においても、大正時代の終わりの段階から、時として保証人に過酷な責任 もたらす結果と るこ
とから責任を合理的な範囲に限定すべきであるとの考え方を前提として、保証人が、保証契約を将来に向かって契約
一〇四
告知し、保証債務の範囲をそれ以前に発生した債務に限定することができるものと解する考え方が登場する
（判例と
して、大判大正一四年一〇月二八日民集四巻六五六頁）
。そして、身元保証法理で確立された「通常解約権」および「特別
解約権」という二種類の解約権が、身元保証以外の信用保証 ついても認めるのが判例法理であ と一般的に解されるようになる
）（（
（
。
他方、立法の動向も見逃すことができない。身元保証法では、任意解約権に代わるものとして、期間制限の規定が
盛り込まれる。期間の定めのない身元保証契約の効力の存続期間は、その成立の日から三年間を原則
（法一条）
とす
るとともに、身元保証期間は五年を超えることができない
（もしこれより長期間の合意があった場合には五年に短縮される）
という規定 置か た
（法二条一項）
。さらに、 「被用者ニ業務上不適任又ハ不誠実ナル事跡アリテ之ガ為身元保証人
ノ責任ヲ惹起スル虞アルコトヲ知リタルトキ」または「被用者ノ任務又ハ任地ヲ変更シ之ガ為身元保証人ノ責任ヲ加重シ又ハ其ノ監督ヲ困難ナラシムルトキ」には、使用者が身元保証人にその旨を遅滞なく通知しなければならないという義務があるとしたうえで
（法三条）
、身元保証人がその通知を受けた時は、将来に向かって解除をすることができ
るものとしている
（法四条）
。通知をすることによって、その後の損害の拡大を防止するとともに、保証の存続期間中
であっても、身元保証契約を締結した基礎をなした諸事情に著しい変更が生じた場合には、身元保証人に引き続き重い責任を強いることは適当でない め、身元保証人に特別解約権を認め、将来に向かって責任から解放する途を確保して る。
信用保証においても、貸金等根保証契約の分野で、平成一六年 民法改正において、 「元本確定期日」および「元
本確定事由」という概念が立法化され 。すなわち 元本確定日の定めがな 場合には、契 締結 から三年後の日
一〇五
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が元本確定日となり
（民法四六五条の三第二項）
、元本確定期日がある場合には、契約締結日から五年以内の期日としな
ければならない
（その日よりも後の日を元本確定日とする定めは無効となる。民法四六五条の三第一項）
。また、根保証契約締
結時には予想し得なかった著しい事情変更に該当する場合、元本確定期日の到来前であっても元本が確定する旨の明文規定がある
（民四六五条の四）
。
（
（）　
不動産賃借保証における時間的制限の可能性
これに対し、不動産賃借保証においては、以前から、身元保証や信用保証に比べて、保証人に解約権を認める動き
が、抑制的である。
まず、通常解約権に関し、裁判例によれば、期限の定めのない賃貸借契約であり、保証人の責任期間 限定がなく
ても、単に相当期間が経過したというだけでは、賃貸借終了前に解約告知をして保証債務を免れることはできないと解されている。大判昭和七年七月一九日法学二巻三六一号は、 「期間ノ定ナキ賃貸借ヲ保証シタル者ハ相当期間経過後ニ於テハ何時ニテモ解約権ヲ行使シ得ヘシト云フカ如キ法則存スルコトナク又斯カル解釈ハ当事者ノ意思解釈ヨリスルモ又信義ノ観念 照スモ之ヲ肯定スルニ由ナ
（シ）
」 としている。身元保証契約における通常解約権が大審院によっ
て明確に認められた後の時期であるにもかかわらず、不動産賃借保証においては、そのような解約権が明確に否定されている点が興味深い。
さらに、大判昭和七年一〇月一一日新聞三四八七号七頁は、通常解約権を認めない根拠として、身元保証と比較し
つつ次のように論じる。すなわち、 「身元保証契約ニ在リテハ保証人ノ負担スルニ至ルヘキ責任ノ限度ニ制限ナク而
一〇六
カモソノ契約ヲナシタル当時ノ事情ノ変更ニ伴ヒソノ契約ノ効力ヲ持続セシムルコトヲ不当トスルニ至ルコトアルヘキカ故ニ或ハ保証人ニ一方的意思表示ニ因ル解約権ヲ認ムルヲ相当トスル場合存シ得ヘキモ本件ニ於ケル上告人
（筆
者注：保証人）
ノ前記契約上ノ責任限度ハ一定金額ヲ以テ月々生スヘキ賃料ノ外ニ出テス又右契約ノ効力ノ持続ヲ不
当トスルカ如キ特別 事情ノ変更ヲ生スルコトヲ予想シ得サルカ故ニ此 如キ契約ヲ前述ノ如キ身元保証契約ト同様ニ論シ去ラントスルノ失当ナルヤ明ナリ」としている。保証債務の内容が、月々生ずる賃料債務のほかないことが主たる根拠となっている
）（（
（
。
他方、特別解約権は、厳格な要件のもとで認められてい
る
）（（
（
。先例的な位置づけの判例として、大判昭和八年四月六
日民集一二巻七九一頁および大判昭和一四年四月 二日民集一八巻三五〇頁が挙げられるのが一般的であるが、その判決内容は以下のとおりである。
大判昭和八年四月六日民集一二巻七九一頁……「賃借人ノ為保証ヲ為シタル者ハ其賃借人ノ支払ヲ怠リタル賃料及損害金カ日時ノ経過ニ因リ増額スルモ之ヲ支払フヘキ責任ヲ辞スルコトヲ得スト雖 保証 カ
 
①
期間ノ定ナキ
保証契約ヲ締結シタル後
 
②
相当ノ期間ヲ経過シ且
 
③
賃借人カ度々賃料ノ支払ヲ怠リ将来ニ於テモ誠実ニ其債務ヲ
履行スヘキ見込ナキ
ニ拘ラス
 
④
賃貸人カ依然トシテ賃借人ヲシテ賃貸物ノ使用収益ヲ為サシメ賃貸借解除明渡等
ノ処置ヲ為ササル
場合ニ於テ而モ保証人カ保証責任ノ存続ヲ欲セサルトキト雖尚賃借人ノ債務不履行ニ付保証人
ノ責任ヲ免ルルコトヲ得スト為スハ信義ノ原則ニ反 ノト謂フヘキヲ以テ斯ノ如キ場合ニハ保証人ハ 貸ニ対スル一方的意思表示ニ依リ保証契約ヲ解除スルコトヲ得ルモノト解スル 相当トス」
（注：強調線は筆者が加筆）
一〇七
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大判昭和一四年四月一二日民集一八巻三五〇頁……「
①
期間ノ定ナキ賃貸借ニ付賃借人ノ為ニ其ノ債務ノ履行ヲ
保証セル場合
ニ事後
 
②
相当ノ期間ヲ経過シ
且
 
③
 
─ １
賃借人カ継続シテ賃料ノ支払ヲ遅滞シ将来ニ於テモ誠実ニ其
債務ヲ履行スル見込ナキカ如キ事態
ヲ生シタルカ或ハ
 
③
 
─ ２
保証後ニ至リ賃借人ノ資産状態著シク悪化シ夫レ以
上保証ヲ継続ス トキハ事後ノ分ニ対シ将来求償権ノ実現到底覚束ナキ虞アル
カ若ハ
 
③
 
─ ３
賃借人カ継続シテ其
債務履行ヲ怠リ居レ
ニ拘ラス
 
④
賃貸人ニ於テ保証人ニ対シテ其ノ事実ヲ告知シ又ハ其ノ遅滞ノ生スル毎ニ之カ
保証 ノ履行 求ムル等ノ挙措ニ出テス突如トシテ 時ニ多額ノ延滞賃料支払ヲ求メ保証人ヲシテ予期セサル困惑ニ陥ラシムルカ如キ事態ヲ生シタルニ拘ラス賃貸人ニ於テ依然賃借人ヲシテ賃借物ノ使用収益 為サシメ延滞賃料ノ異常ナル増加従ツテ保証人 責任ノ過当ナル加重ヲ サシムルニ至ル
カ如キ事情存スル場合ニ於テハ保
証人ハ引続キ 責任 存続スルコト 欲セサ モ コ 通常ノ事態ナルヲ以テ斯ル場合ニ於テモ尚且賃貸借契約ノ存続スル限リ賃借人ノ債務不履行ニ付保証人ノ責任ヲ免ルルコトヲ得スト為スハ信義ノ原則ニ反スルモノト謂フヘク斯ノ如 場合ニハ保証人ハ其ノ一方的意思表示ニ依リテ保証契約 解除シ事後其ノ責任ノ異常ナル加重ヲ避クルコトヲ得ヘ モノト解ス ヲ相当ナリトス」
（注：強調線は筆者が加筆）
すなわち、両判決が展開している特別解約権の成立要件を分析すると、①保証期間の定めがないこと、②保証契約締結後、相当の期間が経過したこと、③賃借人が賃料支払等債務を履行し得る状況に関し、事情変更が生じたこと、④賃貸人側の行動に帰責性が認められること、という要件を要求していることが分かる。本判決が、不動産賃借保証における特別解約権の一般的要件を示しているのであるとすれば、③のみの要件でも特別解約権が認められる可能性が
一〇八
ある他の継続的保証と比べた場合、非常に要件が厳格であるように思われる
）（（
（
。
（
（）　
若干の考察
以上のことから、保証責任の時間的制限に関し、まず、身元保証および信用保証の領域においては、同様の流れを
読み解くことができよう。すなわち、身元保証法理で確立された「任意解約権」および「特別解約権」という二種類の解約権が、信用保証法理にも波及した跡が見受けられる。さらに立法においても、①
（三年、五年という）
明確な保
証期間を定めたうえで時間的制限を図るとともに、②期間経過がなくても、事情変更等が生じた場合には、その後に発生した債務に対する保証責任を否定する法理を条文の中に盛り込むという二つの柱が、身元保証法にも、貸金等根保証契約に関する民法上の規定にも、共通して見受けられる。
これに対し、不動産賃借保証においては、判例上、解約権が認められるためには厳格な要件が要求されているし、
立法上の手当もないという意味で、身元保証や信用保証とは流れを異にしている。しかし、継続的保証には 継続性・永続性という通有性があり、特に不動産賃借保証においては、賃貸借契約期間が長期にわたるケースが少なくない
（さらに、更新原則も採用されている）
ことからすると、不動産賃借保証人にも、時間的な制限による保護を、ある程
度積極的に与えてよいよ に思われる。確か 賃貸人にも、無 賃貸となってしまうことのリスクを回避する手段が考えられなければならないが、他方で、賃借人の長期的保証からの解放手段も考慮されるべきであり、両者の調整を図る法理が必要となろう。
なお、筆者としては、不動産賃借保証においては、明確な保証期間
（期間の定めのない契約の場合の取扱い、および最
一〇九
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長期間）
を法定する方向での議論には、一定の躊躇を感じる。時間の経過とともに、賃貸人の賃借人に対するリスク
管理可能性が高まる場合ばかりでもないであろう
）（（
（
。また、保証債務の中核をなす賃借人の賃料債務は
（賃料の若干の増
減がなされる場合はあるとしても、総じてみれば）
固定的であるし、賃借人の弁済も定期的であるため、時間の経過とと
もに保証債務額が膨張す いう関係性は見出しにく
い
）（（
（
。むしろ、一定期間の経過の有無に拘わらず、賃借人に何ら
かの重大な事情変更 生じた場合には 不動産賃借保証人の保護が必要になるであろうから、そのような事情変更が生じた場合 、賃貸人に保証人への通知を義務づけ、それ以降 解約を保証人に認める方向での解釈・立法が望ましいと考える。
6　
各論的考察
 Ⅳ
　
保証人の責任制限
（
（）　
継続的保証における保証人の責任制限
保証債務の制限法理は、 時間的軸だけではない。保証債務の広汎性故に、 債権者からの予期せぬ請求が保証人にとっ
て酷である場合、保証債務を一定程度に減縮する
（減額する）
ことが考えられる。
身元保証においては、大正時代から既に学説上で、責任制限を肯定する見解が登場してい
た
）（（
（
が、それはやがて、身
元保証法五条の立法へと結実する。身元保証法五条によれば、身元保証人が責任を負うべき損害賠償 関し、①「被用者ノ監督ニ関スル使用者ノ過失ノ有無」 、②「身元保証人ガ身元保証ヲ為スニ至リタル事由及之ヲ為スニ当リ用ヰタル注意 程度」 、③「被用者ノ任務又ハ身上ノ変化」 、④「其ノ他一切ノ事情」を、裁判所が斟酌することができる
一一〇
ものとしている。①の事由が、最も多く用いられ、かつ重要な斟酌事由となっているが、それ以外の斟酌事由も裁判例で少なからず登場する。
他方、信用保証の領域においても、早い時期から、保証人が予期しない多額の債務の支払いを余儀なくされること
を問題視し、保証人の責任を制限する裁判例が蓄積され
る
）（（
（
。大審院の時代には、当事者の意思解釈によって、保証人
の責任の範囲を制限する傾向にあったが、昭和四〇年代になると、身元保証法五条の類推適用というアプローチを採用する裁判例も登場し、さらに昭和五〇年代以降は、徐々に、信義則を活用した処理へと収斂していく。特に昭和四〇年代以降、日本の裁判例全体 傾向として信義則の活用度合が増
す
）（（
（
中で、保証人保護のためにも信義則が積極的
に用いられるようになった歴史と歩調が揃っている。そして現在では、保証契約締結に至る事情、当該取引の業界おける一般的慣行、債権者が債務者 の取引にあた 債権確保のために用いた注意の程度、保証人 主債務につての認識の程度、主債務の使途や額など様々なものが、信義則を通じて積極的 、保証人 責任を制限するための事情として考慮されるようになっている。
さらに、取引実務上、徐々に包括根保証契約は敬遠され「限定根保証契約」が推奨されるようになっていた中、平
成一六年の民法改正において 貸金等根保証契約においては「極度額」概念が導入され、保証人は極度額を限度としてその責任を負えばよいこととなった
（極度額の定めのない根保証契約は、無効となる。民法四六五条の二第二項）
。これは、
保証債務 量的な見通 が確保 という面で、保証人保護に資するものと えよう。
一一一
不動産賃借人保証と保証人保護法理（遠藤）
（
（）　
不動産賃借保証における保証人の責任制限
では、不動産賃借保証においては、どうだろうか。具体的な事件では、賃貸人の行為態様を問題とし、信義則を根
拠として、保証人の責任を制限する裁判例がいくつか見受けられる。
最判平成九年一一月一三日判時一六三三号八一頁は、前述のとおり、更新後の賃貸借から生じる賃借人の債務につ
いても、特段の事情のない限り保証の範囲は及ぶことを前提としつつ、 「もとより、賃借人が継続的に賃料の支払を怠っているにもかかわらず、賃貸人が、保証人にその旨を連絡するようなこと なく、いたずらに契約を更新させているなどの場合 保証債務の履行を請求することが信義則に反するとして否定さ ことがあり得ることはいうまでもな 。 」として、 賃貸人の保証人に対する請求が、 一定 場合には信義則により制限されることを明言する。そして、その後の下級審である東京地判平成一〇年一二月二八日判時一六七二号八四頁では、最判平成九年を引用しつつ、賃借人に著しい債務不履行がありながら賃貸人側が賃貸借契約解除の措置を らず、そのために保証人の支払義務の範囲が拡大していった点を重視 たうえで、 借契約の更新後に生じた債務 ついて 特段の事情がある して、保証人の責任を否定 た。同様に、東京地判平成一九年五月 四日
（
W
estlaw
 : （00（W
L
JP
C
A
0（（（（00（ ）
は、賃貸人が、未
払賃料の支払い 受けられる見込みがないにもかかわらず、漫然と賃貸借契約を法 更新させ 更新料支払債務や賃料債務を新たに生じさせたことを重視し これらの債務につき 債務の履行を求め ことは信義則に反し許されないとした。東京地判平成二〇年一二月五日
（
W
estlaw
 : （00（W
L
JP
C
A
（（0（（00（ ）
も、賃貸人が契約解除をすることが可能
なほどの賃料の不払いが発生した後においても、契約解除 せず、また 連帯保証人 対する不払状況の連絡等の措
一一二
置をとらず放置したのであるから、信義則上、連帯保証人の責任は法定更新後二年間が経過するまでの期間に限り認めるべきであるとした。
また、東京地判平成二二年六月八日
（
W
estlaw
 : （0（0W
L
JP
C
A
0（0（（0（0 ）
は、賃借人が行方不明の状態であり、そのま
ま契約を継続すれば、保証人の責任が増大するばかりであることは十分に予想することができ、また、早期に法的手続をとることも可能であったにもかかわらず、長期間保証人に何らの連絡もせず、未払賃料の額が二〇〇〇万円を超えてから保証債務の履行 求めていることに着目し、保証人としては、賃料が支払われない状況 長期間継続した後に発生する債務についてまで自らの 責任が発生するとは予期していなかったのであるから、一定時期以降の保証債務 つき、その履行を求めることは信義則に反するとした。東京高判平成二五年四月二四日判時二 九八号六七
頁
）（（
（
は、賃貸人は保証人 額が著しく拡大する事態 生ずることを防止す ため、速やかに訴訟を提起すべ信義則上の義務があったにもかかわらず、それを著しく遅滞したと評価したうえで、一定時期以降の滞納使用料及び使用料相当損害金を請求 ことは、信義則に反 、権利の濫用として許されない た原判決を相当として、控訴を棄却した。
なお、公営住
宅
）（（
（
においても、保証人の責任制限に関しては、同様に解されていることには留意する必要がある。例
えば、広島地福山支判平成二〇年二月二一日
（
W
estlaw
 : （00（W
L
JP
C
A
0（（（（0（（ ））（（
（
によれば、 「公営住宅が住宅に困窮す
る低所得者に対し低廉な家賃で賃貸し、市民生活の安定と社会福祉増進を目的と ていること 公営住宅の賃貸借契約に基づく賃料等の滞納があった場合の明渡等請求訴訟の提起 関して そ 行政実務において、滞納額とこれについての賃借人の対応の誠実さなどを考慮 て慎重に処理す 自体は相当且つ適切な処置 としても、そ
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のことによって滞納賃料等の額が拡大した場合に、その損害の負担を安易に連帯保証人に転嫁することは許されず、明渡等請求訴訟の提起を猶予する等の処置をするに際しては、連帯保証人からの要望があった場合等の特段の事情のない限り、滞納額の増加の状況を連帯保証人に適宜通知して連帯保証人の負担が増えることの了解を求め など、連帯保証人に対しても相応 措置 講ずべきも であるということができる。 」としている。
以上、不動産賃借保証人の責任制限を認めたいくつかの事例を掲げたが、総じて言えば、少なくとも筆者が入手す
ることができる情報の限りにおいては、その数はそれほど多くなく、また、責任制限を認めるに至った要因も限定的であ 。また、学説上でも 賃借保証も継続的保証の一種であるこ 、および 身元保証法を継続的保証全般 指導理念を明文化し ものであるとの考えを前提に 賃借保証に 同法五条を類推適用すべきであるとの見解もあ
る
）（（
（
もの
の、全体としては、身元 や信用保証と同じレベルで、不動産賃借保証の場合にも責任制限を積極的にすべきであると 見解は少ないように思われ
る
）（（
（
。これは、継続的保証の特徴である「広汎性」や「予測困難性」が、不動産賃借
保証においては、それほど強くないことが原因と思われる。
（
（）　
若干の考察
確かに、不動産賃借保証の場合、保証人が予期し得なかったほど多額の責任を追及される局面は、多くないであろ
う。そのような意味において、責任制限法理を適用する場面は限定的であ しかし、前示した多くの裁判例 現れているとおり、債権者に帰責性がある場合
（例えば、故意や過失に基づいて無意味に賃料未払い分を累積させたような場合な
ど）
を中心として、保証人の責任を信義則上、制限すべき場面は十分に考えられる。賃貸人は、債権管理を的確に行
一一四
いさえすれば、回収不能のリスクをある程度コントロールすることができる
（特に、一定の規模で賃貸事業を行うときは、
リスクは平準化され リスクコントロールは、さらに容易になろう）
のに対し、保証人は、賃借人に関する情報が適時に提
供され、かつ、適切な時期に解約権が認められない限り、保証債務を管理する術を持たない。そうであれば、まずは賃貸人に保証債務額が拡大しないように保証人へ通知するなど義務を課し
（前述
５）
、そのような義務を果たさなかっ
た場合には積極的に保証債務の減額調整を行うこと 身元保証や信用保証と同様に必要であるように思われる。
身元保証や信用保証における責任制限も、恩恵的なものというより、公平正義の観点から認められたものであり、
過失相殺に関する民法四一八条および七二二条二項との近親性があるものとして位置づけられている
（最判昭和三七年
一二月二五日民集一六巻一二号二四七八頁）
。そうであるならば、広汎性や予測困難性が弱い不動産賃借保証においても、
公平に基づく減額調整の場面は、十分に考えられる。
７
　
おわりにかえて
本小稿では、不動産賃借保証の総論的な位置づけに加え、保証債務の内容の限定、成立要件の厳格性、時間的制限、
責任制限の各場面において、不動産賃借保証における保証人保護はどうあるべきか、身元保証法理・信用保証法理と比較させながら検討を行ってきた。各場面での分析は既に示したとおりであるため、詳細はこ で繰り返さないが、総じて言えば、不動産賃借保証も、身元保証や信用保証と同様 人 護の必要性があり その量的な差はあ ものの、質的な差を設ける必要性はな との感触を得た。
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最後に、本小稿における検討を通じて、筆者が考えるに至った、現時点での不動産賃借保証人保護の内容について
示しておく。
⑴
　
まず、保証契約締結段階においては、単に書面を要求するだけではなく、記載項目の厳格化がある程度、要求
されるべきであろう。特に、極度額概念を立法したうえで、極度額を含む必要的記載事項のない保証契約書の有効性を否定することも考え得る。また、形式的な保証契約書の作成だけではなく、賃貸人
（特に、賃貸人が事業者
である場合）
に保証契約の重要事項についての説明義務を課すべきではないか。説明義務が果たされなかった場
合には、保証契約の効力を否定したり、賃貸人に対して損害賠償義務を課したり、保証人の責任を制限したりする効果が考え得る。
⑵
　
不動産賃借保証契約が有効に成立した場合であっても、その後に発生する事情変更に対して、一定の保証人保
護が必要であろう。①予期せぬ事情の変化があった場合には 賃貸人はその旨を遅滞なく保証人に通知する義務を負い、通知を受けた保証人は、当該保証契約を将来に向かって解約することができるとすべきである。また②賃貸人の対応に過失が認められ 場合
（特に、①における通知義務を怠るなど）
には、それ以後、保証人は責任を
負わないという責任制限が考えられ 。
なお、本小稿では意識的に検討対象から除外したが、現在、民法改正の議論が最終局面を迎えていることは周知の
とおりである
（平成二七年三月三一日に改正案が閣議決定され、今後、国会での審議が予定されている）
。保証領域も改正の大
きな一つの柱となってお
り
）（（
（
、特に、改正案に、①極度額、②元本確定事由、③契約締結時の情報提供義務、④主たる
債務の履行状況に関する情報提供義務などに関する規定が盛り込まれているようであることが注目に値する。その内
一一六
容は、大枠では、本小稿で示した方向性と一致する。しかし他面において、極度額以外に契約書面に盛り込む内容が列挙されていないこと、主たる債務者
（賃借人）
の事情に基づく元本確定事由がないこと、事情変更が生じた場合に
おける債権者
（賃貸人）
の通知義務および保証人の解約権規定がないこと、通知義務が果たされなかった場合におけ
る保証人の責任制限規定がないことなど、筆 の主張 異なる部分も少なくない。今後 改正案の評価を盛り込んだ別稿の執筆に取り組みた 。
（
（）国土交通省社会資本整備審議会住宅宅地分科会民間賃貸住宅部会「最終取りまとめ」 （二〇一〇年）本文三頁、参考資料七頁、八頁
（
（）国土交通省住宅局「民間賃貸住宅に係る実態調査（不動産業者） 」 （二〇〇七年）三頁
（
（）このサービスの意義は、賃貸人の信用リスクを補完することにある。社会環境の変化等により親族等による信用補完が困難となっている状況のもとで、同サービスには、賃貸人がリスクのある賃借人に不動産を賃貸することに慎重となる状況を改善することが期待されている。また、従来の自然人による保証では、保証人の死亡等による保証機能の喪失等の問題があるが、機関保証であ 保証会社による保証では、そのような問題は存在しないとされている。
（
（）国土交通省住宅局・前掲 （注
（） 三頁。なお、本アンケートは、 （財）日本賃貸住宅管理協会の会員を調査対象としたもので
あり、配布件数九三四件、回収件数二〇四件、回収率二一・八％の結果である。
（
（）「継続的保証」という概念は、わが国では西村信雄がはじめて提唱した概念であり、 「保証契約成立後その終了に至るまで、終始、継続的に、抽象的基本的保証責任を負担し、契約所定の一定 事由 発生する毎に、右の基本的保証責任から湧出派生する支分債務としての具体的保証債務を負担する」ものである（西村信雄『継続的保証の研究』 （有斐閣、一九五二年）五六頁） 。ギールケの継続的債権関係理論に示唆 受けた り、抽象的基本的保証債務と具体的保証債務を分類する点に大きな特徴がある。こ 考え方は、一部の有力説によって有用性等に疑問が投げかけられてい （代表的な文献として、石井眞司「根抵当・根保証法から根担保法へ」金法一〇 八号五頁、同「根保証 法律構成の再検討 一） 〜 （八・完） 」手形研
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究二八六号四頁、二八八号二二頁、二九一号四頁、二九五号四頁、二九九号一八頁、三〇二号四頁、三一三号四頁、三一五号一六頁、 荒川重勝「根担保論」星野英一編集代表『民法講座〔別巻一〕 』 （有斐閣、 一九九〇年）一四三頁、 同「根保証再論」立命二四九号二五頁）ものの、現在に至るまで、学説上で広く受け入れられている考え方の枠組みといえよう。
（
（）遠藤研一郎「身元保証法理の存在意義について」平井一雄＝清水元編『日本民法学史・続編』 （信山社、近刊予定）
（
（）身元保証における保証人保護法理は、身元保証法制定前の時期において、市村富久・磯谷幸次郎・齋藤常三郎・平野義太郎など、身元保証法立法過程において、上畠益三など、身元保証法制定後の時期において、吉川大二郎・勝本正晃・西村信雄などを中心として議論が展開されたが、本小稿では各文献の網羅的な列挙は割愛する。ここでは、大島俊之「継続的保証・身元保証」星野英一編集代表『民法講座
 第四巻（債権総論） 』 （有斐閣、一九八五年）二四七頁のみを挙げておく。それ以外
は、前述拙稿 （注
（） 参照。
（
（）（注
（）と同様、網羅的な文献の紹介は割愛する。保証人保護に関する総合判例研究として、平野裕之『保証人保護の判例
総合解説〔第二版〕 』 （信山社、二〇〇五年） 、近時 実務的研究書として、新潟弁護士会編『保証の実務〔新版〕 』 （新潟弁護士会、二〇一二年）のみを挙げておく。
（
（）平野・前掲
（） 、後藤勇「継続的保証における保証責任の限度」判タ四四五号一五頁、西村義智「包括根保証人の責任
制限」 『現代金融取引法の諸問題』 （民事法研 会、一九九六年）二一五頁、久保淳 「包括根保証人の責任」金法一五六五号四四頁、滝澤孝臣「包括根保証に係る保証人の債務ないし責任の制限をめぐる裁判例 問題点」判タ一一二九号四五頁
（
（0）宇都宮健児編『多重債務被害救済の実務〔第二版〕 』 （勁草書房、二〇一〇年）三八一頁〔執筆：新里宏二〕 茆原洋子＝呉東正彦「サラ金、商工ローン、ヤミ金融問題の現状 法的課題」 時七七巻九号 七頁、新里宏 「商工ローン問題 現状と課題」日本弁護士連合 編『現代法律実務の諸問題〔平成一 年版〕 』 （第一法規、二〇〇〇年）七五五頁
（
（（）筒井健夫「保証制度の見直しに関する民法の一部改正」ジュリ 二八三号八四頁
（
（（）店請・地請に関し、高橋弘「 『江戸時代における契約と契約書』覚書（二） 」広法一六巻三号二六〇頁、武藤運十郎『日本不動産利用権史論』 （巌松堂書店、一九四七年）三七七頁参照。
（
（（）鈴木禄弥『借地・借家法の研究Ⅰ』 （創文社、一九八一年）四〇頁、武藤・前掲 （注
（（） 三七八頁
（
（（）西村・前掲 注
（） 一六九頁
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（
（（）我妻栄『新訂
 債権総論（民法講義Ⅳ） 』 （岩波書店、一九六四年）四七六頁
（
（（）林良平＝石田喜久夫＝高木多喜男『債権総論〔改訂版〕 』 （青林書院、一九八二年）四二四頁〔執筆：高木多喜男〕
（
（（）奥田昌道『債権総論〔増補版〕 』 （悠々社、一九九二年）四二〇頁
（
（（）潮見佳男『債権総論Ⅱ〔第三版〕 』 （信山社、二〇〇五年）五二三頁
（
（（）日本弁護士連合会消費者問題対策委員会編『保証被害救済の実践と裁判例』 （民事法研究会、二〇一三年）二九頁〔執筆：小野仁司〕
（
（0）中田裕康「不動産賃借人の保証人の責任」千葉二八巻一・二号（横）一頁
（
（（）中田・前掲 注
（0） 二四頁
（
（（）中田・前掲 注
（0） 二九頁
（
（（）中田・前掲 （注
（0） 三〇頁
（
（（）中田・前掲 注
（0） 三二頁
（
（（）宗健「民間賃貸住宅における家賃滞納の定量分析」都市住宅学八五号 四頁は 家賃滞納の発生率、滞納額に占める長期滞納の比率、家賃帯や性別・年齢等による滞納率の差等を定量的に明らかにしている。その中で、経過月数が二四か月の時点で、滞納月数四（これは、反復継続的な滞納の状態に到達しているということであり、契約解除に関する信頼関係破壊法理が適用される可能性が極めて高い状態として意味 ある数値とされている）以上は全体の〇・七三％、また、滞納月数七（これは、滞納月数三で賃貸借契約の解除が行われ、即座に明け渡し訴訟が提起された場合に 公判、判決を経て 最短で強制執行が完了するタイミングとして意味のある数値とされてい ）以上は〇・四〇％とされ いずれ せよ、家賃債務の額が比較的多額に累積される継続的延滞者は、全体の一％に満たないことが分かる。
（
（（）水本浩「住宅過剰時代における理論と政策の転換」同『土地政策と住宅政策
—
法理論からのアプローチ』 （有斐閣、一九七
九年）八頁
（
（（）近時、家賃債務保証業者の取扱業務の市場規模が拡大するのに伴って、過酷な取立や追い出し被害などが大きな問題となっている（増田尚「家賃債務保証業者の法的諸問題」司法書士四五〇号一九頁、松尾弘「家賃保証業務の適正な実施の確保に向け 」月刊国民生活三〇号一九頁、酒井恵介「保証人ビジネスをめぐる被害実態と『保証人』のあり方」月刊国民生
一一九
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活三〇号一三頁） 。なお、これに関し、国土交通省は二〇〇九年に、 「家賃債務保証業務の適正な実施の確保の要請等について」を発表し、 （財）日本賃貸住宅管理協会に宛てて、家賃債務保証業務の適正な実施の確保を要請する文書を発表した。また、二〇一〇年には、家賃債務保証業の登録制度の創設、不当な家賃取立行為の禁止、家賃等弁済情報提供事業の登録制度の創設などを柱とした、 「 借人の居住 安定を確保するための家賃債務保証業 業務の適正化及び家賃などの取立て行為の規制などに関する法律案」が国会に提出された（その内容 つい は、内藤亜美「賃借人の居住の安定 に向けて」立法と調査三〇三号七 頁。ただし 本法案はその後、廃案となった） 。
（
（（）近時の社会保障法学において、住宅・住居保障も社会保障法の体系の中に位置づける見解が有力に主張されている（例えば、高藤昭『社会保障法の基本原理と構造』 （法政大学出版局、一九九四年）五一頁、坂本重雄「居住 権利と住居保障法」日本社会保障法学会編『講座
 社会保障法
 第五巻
 住居保障法・公的扶助法』 （法律文化社、二〇〇一年）三頁） 。菊池馨実
「人間らしく『住まう』ためのセーフティネットに関する法的考察」社会福祉研究
 一一〇号一八頁は、 「高齢者・障害者世帯
等に対する滞納家賃の債務保証……に対する公費助成や融資制度なども、社会保障給付の一環として捉えることが可能である」と指摘する。
（
（（）東京地判昭和六二年一月二九日判時一二五九号六八頁は、賃料の数か月分以上に保証人の責任が重くなるような場合には賃貸人は保証人に対してその事情を通知すべき信義則上の義務があり、同程度の額を超える請求は信義則に反して無効であると 借 が主張したのに対し、 料が増額されることは当然に予想できたこと、増 が物価の上昇等 事情 照らし相当な範囲内のものであることなどを根拠 して、賃借人の主張を斥けた。
（
（0）本判決に対する評釈として、淡路剛久「判批」リマークス
 三三号五四頁、岩木宰「判批」判タ一二一五号五四頁、円谷峻
「判批」ひろば
 五九巻一号五二頁、神戸秀彦「判批」法政理論（新潟大学）三八巻四号一二五頁、原田剛「判批」法セ六〇
八号一二五頁、永石一郎「判批」法科大学院要件事実教育研究所報（創価大学法科大学院）一二号一三六頁 河津博史「判批」銀法
 六五〇号五一頁、同「判批」銀法六五八号一一二頁。
（
（（）我妻・前掲 注
（（） 四七六頁、同『債権各論
 中巻一（民法講義
Ｖ
（） 』 （岩波新書、一九七四年）四三九頁、星野英一『借地・
借家法』 （有斐閣、一九六九年）八一頁、五〇二頁、水本浩『 権総論』 （有斐閣、一九八九年）二二一頁、幾代通＝広中俊雄編『新版
 注釈民法（一五） 』 （有斐閣、一九八九年）四一八頁〔執筆：鈴木禄弥＝生熊長幸〕 、四三五頁〔執筆：望月礼次
一二〇
郎＝篠塚昭次〕
（
（（）これに対し、保証継続を否定する見解もある。西村・前掲 （注
（） 一四六頁、後藤清『借地法〔増補版〕 』 （青林書院新社、
一九六六年）二〇九頁、三宅正男『契約法各論〔下巻〕 』 （青林書院）六六七頁、平井宜雄『債権総論〔第二版〕 』 （弘文同、一九九四年）三二五頁。また、法定更新と合意更新を区別する見解もある（広瀬武文『借地借家法』 （日本評論社、一九五〇年）五六、八一頁。
（
（（）本判決に対する評釈として 副田隆重「判批」判タ九八二号五四頁、塩崎勤「判批」判タ一〇〇五号八二頁、野口恵三「判批」ＮＢＬ六四一号五六頁 平 健治 判批」判評四七七号三七頁、下村正明「判批」リマークス一八号三四頁。
（
（（）さらに、最判後の下級審として、東京地判平成一九年七月三一日（
W
estlaw
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0（（（（0（（ ）参照。
（
（（）鳩山秀夫『増訂
 日本債権法各論（下巻） 』 （岩波書店、 一九二四年）五三三頁、 渡邊辰吉「保証人の責任に就て（一） （二・完） 」
法曹会雑誌一一巻七号 頁、八号一九頁（特に、八号二二頁）
（
（（）西村信雄『身元保証の研究』 （有斐閣、一九六五年）一五七頁によれば、 「現代の身元保証は、人請に由来するところのわが国固有の伝統を保有する契約ではあるが、現代の雇傭契約ないし労働契約と前代の奉公契約とがその法的性質を全然異にしているのに対応して、今日の身元保証と前代の人請とはその法的本質を一変している。 」 「私見によれば、現代の身元保証は附従的保証たる性質を有するも が原則的類型であり、独立的保証たる性質を有するものは前代の人請の遺制として残存するにすぎない例外的類型にすぎないと考える」としている。また 椿久美子「損害担保契約 多様性と指導念 ・請求払無因保証（中） 」ＮＢＬ七八〇号六八頁によれば 身元本人に帰責事由が 場合（たとえば疾病）の損害まで身元保証人に負担させる身元引受は、使用者が優越的地位を利用して身元保証 に損害を転嫁させる契約であり、公序良俗違反による無効と解すべきであるとしている。
（
（（）中田・前掲 （注
（0） 六四三頁は、 「むしろ高齢化・単身世帯の増加を背景とする現代における課題（であり）……、また、賃
借人に対する監督は、それによって賃貸借契約上の義務が履行されるようになるのであれば、保証人の利益に なる。保証人の独立的債務に対する賃貸人側の願望には、前近代 のとして切り捨 るだけでは済まないところがある」と指摘する。
（
（（）国土交通省住宅局・前掲 （注
（） 四頁
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（
（（）山本宣之「民法四四六条二項の保証の書面性について（上） （下） 」産法四七巻三・四号二六一頁、四八巻一・二号一五八頁。同様に、書面性について検討を加える論稿として、木納敏和「保証契約の書面性（民法四四六条二項）をめぐる実務的問題に関する一考察」小林一俊＝岡孝＝高須順一編『債権法の近未来像』 （酒井 店、二〇一〇年）一三三頁。なお、現行法でも、貸金等根保証契約においては、極度額の記載が要求されている（民法四六五条 二第二項および三項） 。
（
（0）平成一八年に、グレーゾーン金利の撤廃、過剰貸付規制の強化、取立規制の強化などを内容とする改正貸金業法が成立し、段階的な施行を経て平成二二年 完全施行された。本改正前は、 本法は、 「貸金業 規制等に関する法律」 という名称であった。
（
（（）保証契約締結に関する近時の裁判例を詳細に紹介したものとして、新潟県弁護士会編・前掲 （注
（） 、日本弁護士会連合会
消費者問題対策委員会編『保証被害救済の実践と裁判例』 （民事法研究会、二〇一三年）参照。
（
（（）多くの論稿が存在するが、ここでは、小杉茂雄「保証契約成立に関する一考察（一） （二） 」阪法一一二号四三頁、一一五号二五一頁、平野・前掲 （注
（） 二二頁、道垣内弘人「保証契約の成立にともなう説明義務」民研五二三号三頁のみを挙げてお
く。
（
（（）市村富久「身元保証人の責任解除に就て 一） （二） 」新聞一〇六一号三頁、一〇六二号二頁、磯谷幸次郎「身元保証の本質を論ず」新報二七巻八号四〇頁、齋藤常三郎「身元保証に就て（一） 〜 （四） 」法曹公論三一巻一一号二〇頁、三二巻 号三頁、三号二七頁、 号四一頁、吉川大二郎「判例 現はれたる身元引受契約（一） （二・完） 」法曹会雑誌九巻二号一四頁、九巻三号五九頁、勝本正晃「身元保証に就いて」法時三巻五号一九頁
（
（（）菅野佳夫「銀行取引約定書における包括根保証の問題点 上 下 手形研究三二〇号四頁、三二一号二〇頁、小田木毅「根保証をめぐる裁判例の分析と実務上の留意点（上） （下） 」ＮＢＬ二三 号 五頁、二 六号二六頁
（
（（）これに対し、学説上では、より積極的に保証人を 護すべきであると 見解もある。西村・前掲 （注
（） 八八頁は、通常解
約権に関し、 「期間の定めな 且責任限度額の定めもなくして保証を約した場合に於 も、そ 約旨 保証人をして無際限に責任を負担せ めるに在ると解することは我々の理性の到底是認し得ないところ であることを前提に、保証契約の解釈によって相当の制限が加えられるべきことを 当化するとともに、も そのような意思解釈が困難であっ としても、民法が、継続的債権関係 つき期間の定めがない場合には、各当事 はいつで 解約を し得るものと定めている（民法六一七条六二七条、六七八条等）ことの立法趣旨を「長い年月の間には契約の基礎を成した諸般の事情 変化を生ずることを考慮し、
一二二
当初の予定通りの義務に当事者を永く縛りつけておくことが我々の理性乃至法律感情に適合しない」という点に見出し、民法がこのような契約についてさえ通常解約権を認め いるのであるから、片務・無償契約であり、かつ、情義的動機によって締結される保証契約においては、解約権を付与すべき理由が一層大きいものとしている。
（
（（）特別解約権が否定された事例も散見される（東京地判昭和五一年七月一六日判時八五三号七〇頁は、延滞額は多額であっても、賃借保証金が預託されていることを根拠として、賃借人の債務 保証人につき特別解約告知権を認め かった。また、東京地判昭和五六年八月二八日判時一〇三二号七七頁は、賃貸人が賃料の滞納を徒らに放置したのではなく督促がなされていたことなどを根拠として、特別解 権を認めなかった） 。他方、特別解約権を認めた近時の事例として、東京地判平成九年一月三一日判タ九五二号二二〇頁がある。
（
（（）我妻・前掲 （注
（（） 四七七頁は、 「少なくとも今日の借家事情からみるときは、保証人の免責を認める特別の事情の認定は一
層慎重であってほしい」としている。
（
（（）身元保証法において、何故、存続期間 三年なのかに関し、立法当時の議論によれば、三 も人を使ってみれば、その者を十分に知ることができるからというの 立法趣旨となって る （西村信雄 『身元保証ニ関スル法律』 （第一法規、 一九七三年）五六頁） 。時間の経過とともに、使用者が身元本人を徐々 知り得る以上、労務上のリスク管理も容易になる 思われ
（
（（）貸金等根保証契約においては、特に継続的与信取引を念頭に置くと、時間の経過ととも 融資額が膨らむ場合も十分に考えられる。したがって、保証責任を見通しのよいものとするため、 間的な制限からのアプローチも重要だと思われる。
（
（0）平野義太郎「継続的債権契約の特質と賃貸借及び雇傭」志林二五巻二号四四頁、齋藤・前掲 （注
（（） 三二巻二号三三頁
（
（（）前掲 （注
（） の文献参照。
（
（（）谷口知平＝石田喜久夫編『新版
 注釈民法（一）総則（一） 』 （有斐閣、一九八八年）八五頁以下〔執筆：安永正昭〕参照。
（
（（）本判決に対する評釈として、宗宮英俊「判批」ＮＢＬ一〇一九号八四頁。
（
（（）公営住宅制度は、住宅に困窮する低額所得者 対し 低廉な家賃の健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を賃貸するために創設された制度である。そのような意味もあり、家賃滞納等に基づ て賃借 に明渡等請求訴訟 提起することは一定程度の慎重性を要するようである。同制度に関しては、住本靖「公営住宅 制度と課題」松尾弘＝山野目章夫編 不動産賃貸借の課題と展望』 （商事法務、二〇一二年）三一 頁参照。
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（
（（）本判決に対する評釈として、塩田至「判批」労旬
 一七八一号四七頁、羽根一成「判批」地方自治職員研修
 四五巻一三号
六四頁。
（
（（）西村信雄編『注釈民法（一一）債権（二） 』 （有斐閣、一九六五年）一五八頁〔執筆：西村信雄〕
（
（（）駒谷孝雄「継続的保証における保証人の保証責任の限度と解約権」小野寺規夫『現代民事裁判の課題③〔担保〕 』 （新日本法規出版、一九九〇年）六八九頁
（
（（）保証については、既に、平成一六年の民法改正で見直しがあったが、その時の見直しの範囲は、当時、早急な措置が求められていた貸金等根保証の部分に限定された。しかし、他の根保証の領域についても、当時から改正の必要性は認識されており、残された課題となっていた（吉田徹＝筒井健夫『改正民法の解説』 （商事法務、二〇〇五年）二二頁。
〔付記〕
学部生時代から今に至るまで、廣瀬先生から受けた無数 ご指導への感謝を、容易な言葉で表すことは難しい。中でも、筆者
が修士課程を修了する際に、廣瀬先生からお誘いを受けて、
故
三和一博先生と三人でお食事をさせていただいたことは、筆者の
人生の分岐点にもなった大切な思い出である。廣瀬先生があの時語られた目指すべき道に、現在の筆者が全く近づけていないことは率直に反省するしかないが、今後、ほんの少しでも学恩に報いるべく、どんなに苦しくとも机に向かい続けたいと考えている。廣瀬先生のご冥福 心 らお祈りする。
（本学法学部教授）
